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^ 入札書の受領期限 平成24年６月６日17時
00分

_ 開札の日時及び場所 平成24年６月20日14

時00分 大分大学医学部管理棟第２会議室
４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、国立大学法人大分大学契約事務取扱
規程第15条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行った入札者を落札者とする。

b 手続における交渉の有無 無。
c その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Heiji Iwakiri, The Ob-

ligating Officer Director-General Trustee,

National University Corporation Oita Uni-

versity

] Classification of the products to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Remote monitoring system 1

Set

_ Delivery period : By 28, September, 2012

` Delivery place : Oita University Hospital

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 7 and 8 of the

Regulation concerning the Contract for

Oita University Furthermore, minors,

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con-

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2012

in the Kyushu・Okinawa area in sales of

product for participating in tenders by

Single qualification for every ministry

and agency, or in tenders by National

University Corporation Oita University,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after-sale service and main-

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob-

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer may spec-

ify in accordance with Article 6 of the

Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob-

ligating Officer.

b Time limit of tender : 5 : 00 PM 6, June,

2012

c Contact point for the notice : Tetsuya

Ozeki, Procurement Section, Accounting

Division, Oita University, 1`1 Idaigaoka

Hasama-machi Yufu-shi Oita 879`5593 Ja-

pan, TEL 097`586`6340

入札公告の取消

平成 24年４月 16日
国立大学法人東北大学理事 佃 良彦

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 04

〇第 49号
平成24年１月11日（号外政府調達第５号・57

ページ）掲載第49号「東北大学病院情報ネットワー
クシステム保守運用支援業務 一式」の入札を中
止します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年４月 16日
（契約責任者）
西日本高速道路株式会社関西支社

支社長 芝村 善治
◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 27

〇第 10号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 新名神高速道路 有野川橋（鋼・
ＰＣ複合上部工）工事（電子入札対象）

^ 工事場所
自）兵庫県神戸市北区有野町二郎
至）兵庫県神戸市北区有野町二郎

_ 工事内容 本工事は、神戸ジャンクション
に接続する新名神高速道路有野川高架橋にお
ける橋梁上部工工事である。

` 工事概算数量
橋梁延長
有野川橋（上り線） 364•0ｍ
有野川橋（下り線） 362•5ｍ
有野川Ｆランプ橋 119•5ｍ
有野川Ｇランプ橋 330•2ｍ
幅員
有野川橋（上り線） 10•66～20•84ｍ
有野川橋（下り線） 10•66～21•29ｍ
有野川Ｆランプ橋 8•76～11•88ｍ
有野川Ｇランプ橋 8•26～18•90ｍ
橋梁形式
有野川橋（上り線） 鋼コンクリート11

径間連続混合桁橋＋ＰＣ単純プレテン
床板桁橋
有野川橋（下り線） 鋼コンクリート10

径間連続混合桁橋＋ＰＣ単純プレテン
床板桁橋
有野川Ｆランプ橋 鋼コンクリート11径
間連続混合桁橋＋ＰＣ単純プレテン床
板桁橋
有野川Ｇランプ橋 鋼コンクリート11径
間連続混合桁橋

a 工期 契約締結日の翌日から1¶140日間
b 使用する資機材
コンクリート 約13¶200‚

鉄筋 約2¶030ｔ
ＰＣ鋼材 約400ｔ
鋼材（鋼重） 約1¶300ｔ

c 本工事は、「企業の高度な技術力」として入
札説明書に参考として示した図面及び仕様書
（以下「設計図書」という。）又はそのうちあ
らかじめ指定する部分（以下「標準案」とい
う。）に係る社会的要請の高い課題についての
施工上の工夫、具体的な施工計画その他の提
案（以下「技術提案」という。）について記述
した確認資料の提出を求め、入札価格とその
他の技術的要素を総合的に評価した結果、西
日本高速道路株式会社にとって最も有利な入
札者を落札者とする総合評価落札方式の工事
である。

d 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。なお、入札時に施工方法の提案を行い、
その提案が採用された場合には、採用された
提案に対する再度の提案は受け付けない。ま
た、ＶＥ提案を求める範囲は、詳細設計にお
いて一般的に検討すべき事項を除くものとす
る。

e 本工事は資料の提出、入札等を原則として
電子入札システムで行う電子入札対象工事で
ある。なお、例外的に電子入札によりがたい
者は、契約責任者の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。

Ĉ 本工事は、すべての入札参加者から単価表
の提出を求める工事である。

D̂ 紙入札方式の場合Ĉの単価表は原則として
電磁的記録媒体（ＣＤ`Ｒ）で提出するもの
とする。ただし、電磁的記録媒体での提出が
できない場合は、紙の単価表を提出するもの
とする。

Ê 本工事は、総価単価契約の対象工事である。
本工事では、受発注者間の双務性の向上とと
もに、変更契約等における協議の円滑化を図
るため、落札決定から契約締結までの間に発
注者及び落札者が協議を行って、総価契約の
内訳として項目ごとの金額（以下「単価」と
いう。）を合意することとする。
総価単価契約の実施にあたっては、単価を
個別に合意する方式（以下「単価個別合意方
式」という。）によることとするが、落札者が
希望した場合及び協議開始から14日以内に単
価個別合意方式による単価合意が成立しな
かった場合は、単価を包括的に合意する方式
（以下「単価包括合意方式」という。）により
行うものとする。™
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